
 

 

 令和4 年度税制改正大綱における、主な資産税関連項目を速報します。今回は、「相続税に係る死亡届の情報等の通知」

についての改正の概要です。  

 

1. 現行制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 改正の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            （文責：山本和義） 

令和4 年1 月5 日 

No.210 

                 令和4 年度税制改正速報  ～資産税関連の項目～     その4 

 

相続税法 58 条は、「市町

村長その他戸籍に関する事

務をつかさどる者は、死亡又

は失踪に関する届書を受理

したときは、当該届書に記載

された事項を、当該届書を受

理した日の属する月の翌月

末までにその事務所の所在

地の所轄税務署長に通知し

なければならない。」と規定

しています。  

この「58 条通知書」は右

記のような様式となってい

ます。 

被相続人の相続人の状況

や、所有していた不動産の情

報、固定資産税や市町村民税

の課税標準なども併せて通

知することになっています。 

 

令和4 年度の税制改正で、相続税に係る死亡届の情報等の通知につい

て、次の見直しを行うこととしました。 

① 法務大臣は、死亡等に関する届書に係る届書等情報等の提供を受けた

ときは、当該届書等情報等及び当該死亡等をした者の戸籍等の副本に記

録されている情報を、当該提供を受けた日の属する月の翌月末日までに、

国税庁長官に通知しなければならない。 

② 市町村長は、当該市町村長等が当該市町村の住民基本台帳に記録され

ている者に係る死亡等に関する届書の受理等をしたときは、当該死亡等

をした者が有していた土地又は家屋に係る固定資産課税台帳の登録事項

等を、当該届書の受理等をした日の属する月の翌月末日までに、当該市

町村の事務所の所在地の所轄税務署長に通知しなければならない。 

（注）上記の改正は、戸籍法の一部を改正する法律の施行の日以後に適

用する。 

 上記の改正は、平成 25 年の東日本大震災で被災を契機に、戸籍副本

データ管理システムを導入し、法務省において戸籍の副本を管理するこ

とになりました。そこで、死亡情報等については、市町村長からだけで

なく、法務省からも通知させることとしました。 

 

 


